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毎月ゼロの日（１０日・２０日・３０日）は、テレビやゲームを一休みして家族で読書をするなど、ふれあいの時間として過ごしましょう　問生涯学習課☎７０・５６５８

は
、
原
則
と
し
て
世
帯
主
の
年

金
か
ら
の
差
し
引
き
と
な
り
ま

す
。
次
の
①
～
⑤
の
全
て
に
該

当
す
る
世
帯
主
が
対
象
で
す
。

　
①
国
保
の
被
保
険
者
全
員
が

65
～
74
歳
②
世
帯
主
が
国
保
に

加
入
し
て
い
る
③
年
金
給
付
額

が
年
18
万
円
以
上
④
介
護
保
険

料
を
年
金
か
ら
差
し
引
か
れ
て

い
る
⑤
国
保
税
と
介
護
保
険
料

の
合
計
額
が
、
差
し
引
き
の
対

象
と
な
る
年
金
給
付
額
の
２
分

の
１
を
超
え
な
い

　
世
帯
主
の
年
齢
が
、
今
年
度

中
に
75
歳
に
な
る
世
帯
は
、
そ

の
時
点
で
国
保
の
資
格
を
失
う

た
め
対
象
外
で
す
。

６
月
中
旬
に
納
税
通
知
書
発
送

　
特
別
徴
収
の
対
象
者
を
含
め

て
、
納
税
通
知
書
を
６
月
中
旬

に
送
付
し
ま
す
。
年
金
か
ら
差

し
引
か
れ
て
い
る
方
が
口
座
振

替
を
希
望
す
る
場
合
は
、
金
融

機
関
で
手
続
き
し
て
く
だ
さ

い
。
今
年
度
か
ら
新
た
に
特
別

徴
収
の
対
象
と
な
る
方
は
、
10

月
以
降
の
年
金
か
ら
保
険
税
が

差
し
引
か
れ
る
併
用
徴
収
と
な

る
の
で
、
９
月
ま
で
は
納
付
書

で
納
付
し
て
く
だ
さ
い
。

　
問
保
険
年
金
課
☎
70
・
５
６

１
７
。

　
国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
税

は
、
納
税
義
務
者
で
あ
る
世
帯

主
が
納
め
る
保
険
税
を
医
療
費

に
充
て
る
こ
と
で
、
加
入
者
の

健
や
か
な
暮
ら
し
を
支
え
合
う

制
度
で
す
。
課
税
額
は
①
～
③

の
合
計
で
す
。

　
①
国
保
医
療
費
に
充
て
る
基

礎
課
税
額
②
国
保
被
保
険
者
が

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
拠
出

す
る
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課

税
額
③
40
～
64
歳
の
被
保
険
者

が
介
護
保
険
制
度
へ
負
担
す
る

介
護
納
付
金
課
税
額

　
税
制
改
正
で
、
４
月
１
日
か

ら
課
税
限
度
額
が
表
１
の
と
お

り
引
き
上
げ
ら
れ
、
保
険
税
軽

減
の
基
準
が
表
２
の
と
お
り
変

更
さ
れ
ま
し
た
。
保
険
税
率
な

ど
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

年
金
か
ら
差
し
引
く

特
別
徴
収
対
象
世
帯

　
65
～
74
歳
の
国
保
被
保
険
者

の
み
で
構
成
さ
れ
る
世
帯
で

リ
ア
フ
リ
ー
・
省
エ
ネ
改
修

工
事
や
認
定
長
期
優
良
住
宅

を
新
築
し
た
方
や
予
定
し
て

い
る
方
は
、
完
了
後
に
必
要

書
類
を
添
付
し
て
申
告
す
る

と
、
来
年
度
の
固
定
資
産
税

が
減
額
で
き
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　
▼
減
額
率
▽
住
宅
耐
震
改

修
工
事　
１
年
間
２
分
の
１

▽
バ
リ
ア
フ
リ
ー
・
省
エ
ネ

改
修
工
事　
１
年
間
３
分
の

１
▽
認
定
長
期
優
良
住
宅
の

新
築　
５
年
間
か
７
年
間
２

分
の
１
▼
申
告
期
限
▽
各
改

修
工
事　
完
了
後
３
か
月
以

内
▽
認
定
長
期
優
良
住
宅
の

新
築　
来
年
１
月
31
日
ま
で

▼
減
額
措
置
の
併
用　
バ
リ

ア
フ
リ
ー
改
修
と
省
エ
ネ
改

修
の
組
み
合
わ
せ
は
併
用

可
。
住
宅
耐
震
改
修
と
認
定

長
期
優
良
住
宅
の
新
築
と
の

併
用
は
不
可
▼
詳
細　
減
額

対
象
条
件
や
提
出
書
類
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
。
詳

し
く
は
要
問
い
合
わ
せ

　
問
同
課
資
産
税
担
当
☎
70

・
５
６
２
６
。

建
物
取
り
壊
し
は
連
絡
を

　
今
年
１
月
２
日
～
12
月
31

日
に
建
物
の
取
り
壊
し
を
し

た
方
や
予
定
し
て
い
る
方

は
、
同
課
資
産
税
担
当
へ
連

絡
し
て
く
だ
さ
い
。

市
県
民
税
控
除
の
追
加
申
告

　
昨
年
分
の
所
得
税
と
復
興

特
別
所
得
税
の
確
定
申
告

は
、
公
的
年
金
な
ど
の
収
入

が
４
０
０
万
円
以
下
で
、
他

の
所
得
が
20
万
円
以
下
の
年

金
所
得
者
は
不
要
で
す
。
た

だ
し
、
社
会
保
険
料
・
生
命

保
険
料
・
配
偶
者
・
扶
養
な

ど
の
控
除
を
受
け
る
に
は
、

市
県
民
税
の
申
告
が
必
要
で

す
。
こ
の
た
め
、
所
得
税
・

復
興
特
別
所
得
税
の
確
定
申

告
と
市
県
民
税
の
申
告
を
し

な
か
っ
た
方
は
、
市
県
民
税

の
税
額
計
算
で
各
種
控
除
が

受
け
ら
れ
ず
、
収
入
が
変
わ

ら
な
い
の
に
例
年
よ
り
市
県

民
税
が
割
高
に
な
っ
て
い
る

こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
申
告
は
①
印
鑑
②
昨
年
分

源
泉
徴
収
票
③
支
払
社
会
保

険
料
の
年
間
集
計
額
（
国
民

年
金
保
険
料
が
あ
る
場
合
は

保
険
料
の
証
明
書
）
④
各
種

控
除
証
明
書
⑤
医
療
費
控
除

を
受
け
る
方
は
医
療
費
の
領

収
書
と
健
康
保
険
な
ど
か
ら

戻
っ
て
き
た
金
額
の
分
か
る

も
の
―
を
持
参
し
、
税
務
課

市
民
税
担
当
（
☎
70
・
５
６

１
１
）
へ
直
接
。

申
告
で
固
定
資
産
税（
家
屋
）

が
減
額
に

　
今
年
中
に
住
宅
耐
震
・
バ

国
民
健
康
保
険
税

軽
減
基
準
が
変
更
に

　
介
護
保
険
制
度
は
、
40
歳
以

上
の
方
が
納
め
る
保
険
料
と
公

費
で
介
護
を
社
会
全
体
で
支
え

合
う
仕
組
み
で
す
。

65
歳
以
上
の
方

　
介
護
保
険
料
額
決
定
通
知
書

を
６
月
中
旬
に
送
付
し
ま
す
。

所
得
段
階
ご
と
の
保
険
料
年
額

は
前
年
度
と
変
わ
り
ま
せ
ん
。

①
特
別
徴
収

　
老
齢
・
退
職
・
障
害
・
遺
族

年
金
を
年
18
万
円
以
上
受
給

し
、
昨
年
度
に
介
護
保
険
料
を

年
金
か
ら
差
し
引
か
れ
た
方

は
、
今
年
２
月
と
同
額
を
４
・

６
・
８
月
に
年
金
か
ら
差
し
引

く
仮
徴
収
と
な
り
ま
す
。

　
６
月
に
決
定
す
る
今
年
度
の

年
間
保
険
料
か
ら
仮
徴
収
分
を

引
い
た
残
額
を
、
10
・
12
月
・

来
年
２
月
に
分
け
て
、
本
徴
収

と
し
て
差
し
引
き
ま
す
。

　
今
年
の
２
月
１
日
ま
で
に
65

歳
に
な
っ
た
方
や
転
入
し
た
方

な
ど
は
、
特
別
徴
収
の
開
始
が

４
・
６
・
８
月
の
い
ず
れ
か
に

な
り
ま
す
。

②
普
通
徴
収

　
特
別
徴
収
の
対
象
で
な
い
方

に
は
６
月
～
来
年
３
月
分
の
納

付
書
を
郵
送
す
る
の
で
、
金
融

機
関
か
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト

ア
に
持
参
し
て
納
め
て
く
だ
さ

い
。
口
座
振
替
を
希
望
す
る
方

は
、
高
齢
介
護
課
か
市
内
金
融

機
関
に
あ
る
用
紙
に
記
入
・
押

印
の
上
、
金
融
機
関
窓
口
へ
提

　
国
民
健
康
保
険
税
な
ど
の
医

療
保
険
料
と
一
緒
に
納
め
る
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
算
出
方

法
は
医
療
保
険
に
よ
っ
て
異
な

る
の
で
、
詳
し
く
は
加
入
し
て

い
る
医
療
保
険
者
に
問
い
合
わ

せ
て
く
だ
さ
い
。

　
問
同
課
☎
70
・
５
６
３
６
。

介
護
保
険
料
の

納
付
方
法

税
の
申
告　
控
除
・
減
額
の
場
合
も

区　分 ①基礎課税額 ②後期高齢者支援
金等課税額

③介護納付金
課税額

所得割額 5.6% 1.95% 1.8%
（総所得金額－33万円）×上の率

均等割額 １万6800円／人 6800円／人 6000円／人
平等割額 １万9200円／世帯 7200円／世帯 6000円／世帯

限度額 54万円
(昨年度は52万円）

19万円
（昨年度は17万円） 16万円

※限度額以外の税率（額）は昨年度から変更なし
表２保険税軽減の基準と割合（改定後）

基　　　準 割　　合

世帯主と被保険者（特定同一世帯所属者含む）の合計
所得が33万円以下 ７割

世帯主と被保険者の合計所得がＡ以下
Ａ＝26.5万円（注１）×（世帯に属する被保険者数＋世
帯に属する特定同一世帯所属者数）＋33万円
※注１　改定前は26万円

５割

世帯主と被保険者の合計所得がＢ以下
Ｂ＝48万円（注2）×（世帯に属する被保険者数＋世帯
に属する特定同一世帯所属者数）＋33万円
※注２　改定前は47万円

２割

※世帯主は被保険者でない「みなし世帯主」を含む
※�特定同一世帯所属者とは、国保から後期高齢者医療制度の被保険者になり、
　その後世帯主が変わることなく、継続してその世帯にいる方のこと

表１保険税の税率・金額・限度額

出
し
て
く
だ
さ
い
。

③
併
用
徴
収

　
今
年
２
月
２
日
～
４
月
１
日

に
65
歳
に
な
っ
た
方
や
転
入
し

た
方
な
ど
は
、
６
月
～
９
月
が

普
通
徴
収
、
10
月
以
降
は
特
別

徴
収
に
な
り
ま
す
。

40
～
64
歳
の
方

相談の名称（相談無料） 日時（祝日・振替休日の閉庁日は除く）・相談内容など 問い合わせ

６　
月　
の　
相　
談

予
　
約
　
制

法律相談（弁護士） 毎週水曜日１３時〜１６時３０分（予約は前週の相談日８時３０分から）

　市民課☎７０・５６０５
夜間法律相談（弁護士） ９日・２３日の各木曜日１８時〜２０時３０分（予約は前週の木曜日８時３０分から）
司法書士相談（司法書士） ７日（火）１３時〜１６時。不動産登記、成年後見人の手続きに関すること（予約は１か月前の相談日８時３０分から）
行政書士相談（行政書士） ６日（月）１３時〜１６時。官公庁に提出する書類作成に関すること（予約は１か月前の相談日８時３０分から）
不動産相談（宅地建物取引業協会会員） ２０日（月）１３時〜１６時。不動産に関すること（予約は１か月前の相談日８時３０分から）
子育て相談（専門相談員） 毎週月〜金曜日９時１５分〜１２時１５分・１３時〜１７時。子育ての悩み、児童虐待について（電話可） 　子育て支援課☎７０・５６６４
障がい児者相談（専門相談員） 毎週月〜金曜日１０時〜１５時。障がい児者の生活全般について 　障がい福祉課☎７０・５６２３障がい者就労相談（専門相談員） 毎週火曜日１０時〜１５時。障がい者の就労のための生活相談、面接同行、家庭訪問など
成人健康相談 ８日（水）・２１日（火）９時３０分〜１１時４５分。生活習慣病などの相談。骨密度測定もあり

　保健医療センター☎７７・１１３３保健師による心の健康相談 ２日（木）１０時〜１１時３０分。心の健康相談
聴覚相談 ２日（木）９時〜１１時３０分。聴覚チェックと聞こえの相談。４０歳以上の方対象
シニアあったか相談（専門相談員） 毎週月〜金曜日８時３０分〜１７時。一人暮らし高齢者の心配事などについて 　高齢介護課☎７０・５６３３
シニア就労支援窓口（専門相談員） 毎週月〜金曜日９時〜１７時（受け付けは１６時まで）。６０歳以上の方の就労相談・支援 　高齢介護課☎７０・５６１６

ＤＶ専門相談（専門相談員） 毎週金曜日１３時〜１７時。配偶者などからの暴力について

　市民課☎７０・５６０５行政相談（行政相談委員） １３日（月）１３時〜１６時。国・県・市などの行政に関する意見や苦情
人権身上相談（人権擁護委員） １日（水）１０時〜１２時・１３時〜１６時、１３日（月）１３時〜１６時、３０４会議室。近隣トラブル、いじめ、暴力など
一般相談 毎週月〜金曜日８時３０分〜１２時・１３時〜１７時
保育入所相談（保育コンシェルジュ） 毎週月・水・金曜日９時〜１２時１５分・１３時〜１６時。保育所ほか子どもの預け先など 　子育て支援課☎７０・５６１５
いきいき健康・食事相談 毎週月〜金曜日８時３０分〜１２時１５分・１３時〜１７時。健康・栄養相談、酒害相談など 　保健医療センター☎７７・１１３３高齢者ヘルスアップ相談 ６日（月）１０時〜１１時３０分、高齢者福祉会館。健康相談・心の健康相談
消費生活相談（消費生活相談員） 毎週月・火・木・金曜日１０時〜１２時・１３時〜１６時。訪問販売・商品のトラブルなど（電話可） 　消費生活センター☎７０・３３３５
教育相談 毎週月〜金曜日８時３０分〜１７時。子どもの教育・生活に関する心配事・悩みなど 　教育研究所☎７９・０２２２
青少年相談（Ｅsu9940@city.ayase.kanagawa.jpでも可） 毎週月〜金曜日９時〜１７時。子ども・若者（中学卒業〜２９歳）の悩み・非行・ひきこもりなど 　青少年相談室☎７７・７８３０
こどもなんでも相談 毎週月〜金曜日８時３０分〜１７時。心身に障がいのある乳幼児について 　もみの木園☎７６・６７７０

市長と未来を語る部屋 ２３日（木）１４時〜１６時。定員４組（１組３人まで）各２０分以内。市政全般に関する建設的な提案な
ど。政治・宗教・営業活動は除く。申し込みは２０日１７時まで。※公務で日程変更する場合あり 　政策経営課☎７０・５６３５


